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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、「顧客」をはじめ「取引先」「株主」「社員」「社会」という全てのステークホルダーから信頼を得られる企業となるため、企業価値の継続的な
増大を目指して、企業倫理と法令遵守を徹底するとともに、監視機能を強化し、内部統制システムやリスク管理システムを充実させることで、更な
る経営の効率性・健全性・透明性の高い経営を確保することを基本方針としております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社はコーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

＜原則１－４：政策保有株式＞

コーポレートガバナンスの観点から、経済的合理性の無い安定株主対策を主な目的とした保有は行いません。

＜原則１－７：関連当事者間の取引＞

取締役会付議基準に基づき、関連当事者間の取引は、取締役会における承認決議と報告を行うこととしております。また、適正な手続きを確保す
るため、関連当事者間取引の当事者は、承認決議に参加しないようにしております。

＜原則３－１：情報開示の充実＞

（１）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

当社は、「お客様の美を創造し、演出する会社」という企業理念を実現するため、「お客様に美しくなることを提供し、その結果に最後まで責任を持
つ」ために、全国100店舗を超える直営店において、自社で研究開発・製造した化粧品の販売に加え、アフターサービスという独自の付加価値を提
供しております。

そして、継続的な事業の拡大を通じて企業価値と企業体力を高めていくことを経営の目標に掲げており、平成30年３月期から平成32年３月期まで
の中期経営計画「新たなシーボンへ－革新と挑戦－」に基づき、初年度となる平成30年３月期におきましては、直営サロン展開の強化を図るととも
に、シーボンブランドの価値を磨き上げ、将来の成長性を高めてまいります。

中期経営計画の具体的な取組み事項は、以下のとおりです。

■新たなお客様の開拓

・新規開拓力のアップ

・通販の強化

・海外サロン展開等の販売チャネルの強化

・マーケティング力の強化

■現場力の向上

・人材の強化

・一人ひとりの夢をかたちに

・スピード感と実行力

・より魅力のあるお店づくりへ

■より強いブランドへ

・製品開発力の強化

・接客力の強化

・顧客満足度の向上

（２）本コードのそれぞれの原則を踏まえたコーポレートガバナンスに関する考え方

当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針は、本報告書の「コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構
成、企業属性その他の基本情報」の１.に記載しております。また、現状のコーポレートガバナンス体制を選択している理由については、本報告書
の「経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレートガバナンス体制の状況」の３.に記載しております。

（３）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

当社の経営陣幹部・取締役の報酬は、本報告書の「Ⅱ 1.報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」に記載しております。

（４）取締役会が経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続き

取締役会は、経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補者の指名を行うに当たっては、実効的なコーポレートガバナンスを実現し、当社の持続的な
成長と中長期的な企業価値の向上に資する、経営陣幹部又は当社の取締役・監査役として相応しい豊富な経験、高い見識、高度な専門性を有す
る人物を指名しております。

また、取締役会は、役員人事の決定における公正性・透明性を徹底するため、取締役会の諮問機関として、代表取締役・社外取締役で構成される
任意のガバナンス委員会を設置し、取締役・監査役及び執行役員の候補者の推薦などを受けることとしております。



取締役会は、取締役・監査役候補者の指名を行うに当たり、経営陣幹部・取締役についてはガバナンス委員会の推薦を受けて、監査役について
は監査役会の同意を得て、それぞれ取締役候補者、監査役候補者として指名しております。

（５）取締役会が経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明

取締役および監査役の選任理由につきましては、第52期定時株主総会招集ご通知（６～11ページ）において、「候補者とした理由」を記載しており
ます。なお、選任理由につきましては、以下のとおりです。

■社内取締役

犬塚雅大：

入社以来、主に営業部門に従事し、営業部長、取締役副社長を経て、昭和61年から平成17年まで代表取締役社長、また平成17年から代表取締
役会長として、シーボンにおける豊富な企業経営の経験を有していることから、取締役として選任しております。

金子靖代：

入社以来、主に製品開発分野に従事し、管理本部長、専務取締役、営業本部担当取締役、取締役副社長を経て、平成17年から代表取締役社長
として、シーボンにおける豊富な製品開発力、企業経営の経験を有していることから、取締役として選任しております。

諏佐貴紀：

入社以来、主に経営企画及び財務分野を始め、当社の管理部門で豊富な経験を有し、資本政策等の推進でリーダーシップを発揮するなど、当社
の取締役に相応しい経験と能力を有していることから、取締役として選任しております。

三上直子：

入社以来、生産及び品質保証分野で豊富な経験を有し、生産や物流の効率化でリーダーシップを発揮するなど、当社の取締役に相応しい経験と
能力を有していることから、取締役として選任しております。

■社内監査役

中沢ひろみ：

当社の監査役及び執行役員としての経験と公認会計士としての専門的知識・経験等を有し、会計監査の実務に長年に亘り携わっていることから、
監査役として選任しております。

なお、社外取締役および社外監査役の選任理由につきましては、本報告書の「経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他の
コーポレート・ガバナンス体制の状況」の１．に記載しております。

＜補充原則４－１（１）：取締役会から経営陣への委任の範囲の概要＞

当社では、会社法の許容する範囲内のすべての業務執行権限を執行役員、及び執行役員をメンバーとする経営会議に委ねることにより、迅速か
つ果断な意思決定により経営戦略等の執行を推進しています。

その一方で、当社の取締役会は経営の監督に特化し、取締役会に報告すべき事項を明確にすることにより適切な監督を行うことで、監督と執行の
分離を図っております。

＜原則４－８：独立社外取締役の有効活用＞

当社は、独立社外取締役を３名選任しております。現在の取締役の構成は社内４名、社外３名であり、社外取締役の客観的かつ独立的な立場か
らの意見を会社経営に取り入れることのできる体制となっております。上記に加え、監査役は、社内１名、社外２名から構成されていることから社
外役員は合計で５名であり、取締役会における独立性を更に高める体制となっております。

＜原則４－９：独立社外取締役の独立性判断基準及び資質＞

当社は、東京証券取引所が規定する独立役員の要件に加え、以下の基準に基づき独立性を判断します。

（１）大株主との関係

当社の議決権所有割合10％以上の大株主（法人の場合は取締役、監査役、執行役員、従業員）ではない。

（２）主要な取引先等との関係

当社の主要な取引先（売上高の２％以上を占める）、主要な借入先の取締役、監査役、執行役員、従業員ではない。

（３）弁護士・公認会計士・コンサルタント等との関係

当社から役員報酬以外に年間1000万円以上の金銭その他財産を得ている弁護士、公認会計士、コンサルタント等ではない。

（４）会計監査人との関係

当社の会計監査人の代表社員、社員ではない。

（５）近親者との関係

当社の取締役、監査役、執行役員の配偶者または２親等内の親族ではない。また、上記に掲げる者の配偶者または２親等内の親族ではない。

＜補充原則４－11（１）：取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス多様性及び規模に関する考え方＞

当社の取締役会は、当社の経営に精通し、その知識・経験・能力を十分に有する取締役、高い見識及び経営者としての豊富な経験を有する独立
社外取締役で構成しております。

取締役会における重要な意思決定に際しては、化粧品メーカーとして女性の価値観および発想が特に重要であることから、女性の取締役および
監査役の選任が必要であると考えています。

取締役会の知識・能力・経験のバランス、多様性（ダイバーシティ）及び規模については、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上の観
点から当社にとって最適となるよう努めております。

＜補充原則４－11（２）：取締役及び監査役の兼任状況＞

当社の取締役及び監査役の重要な兼職の状況は、当社の第52期定時株主総会招集ご通知（６ページ～11ページ、22ページ）に記載のとおりで
す。

＜補充原則４－11（３）：取締役会の実効性に関する分析・評価の概要＞

当社は、独立性の高い社外取締役や社外監査役の選任により経営の透明性の向上及び監視機能の強化を図り、執行役員制度の導入により意
思決定の迅速化を行っております。

取締役会は、適切な業務執行の決定及び監督機能の点から取締役会の実効性を分析・評価するため、年1回、取締役及び監査役に対してアン
ケートを実施しております。アンケート結果の分析により、取締役会が実効的に運営されていることを客観的に確認するとともに、抽出された課題
については必要に応じて改善を図ります。



実効性の分析・評価にあたり、以下の項目を主な評価項目としております。

（１）取締役会の役割・責務

（２）取締役会の機関設計・構成

（３）取締役会の運営

（４）取締役会における審議

（５）取締役候補者の指名・報酬決定の方針・基準

平成29年3月期のアンケート評価の結果、各取締役及び各監査役はそれぞれの知識や経験を活かし、取締役会において効果的な発言、議論を
行い、経営戦略・経営目標の策定、経営課題の解決等、経営の重要な意思決定及び監督のそれぞれの機能に十分な責任を果たしていると評価
しました。また、取締役会の半数を占める社外取締役及び社外監査役が連携してコーポレートガバナンス体制の強化に貢献していることを確認し
ました。その一方で、取締役会の運営に関して、取締役会資料の質、取締役会資料の事前送付時期、付議事項の事前説明の十分性等の項目の
改善すべき課題については、着実に改善されているものの、まだ見直しの余地があり、これらの評価結果に基づき、引き続き取締役会資料の改
善、取締役会資料の事前送付の早期化、付議事項の事前説明の徹底等により取締役会における審議の充実化に取り組み、取締役会全体の実
効性の確保に努めてまいります。

＜補充原則４－14（２）：取締役・監査役に対するトレーニングの方針＞

当社では、取締役・監査役に対して、それぞれの役割や責務を果たす上で必要になるトレーニングの機会の提供・斡旋を行っております。

社内役員に対しては、経営者としての資質、コーポレートガバナンス等に関する知識、コンプライアンス及び経営に関する研修等を提供・斡旋して
おります。

社外役員に対しては、当社の経営戦略や事業内容、経営課題等の理解を深めるため、就任時にこれらの説明を行うとともに、その後も適宜、事業
所見学、担当役員からの説明等を行っています。

＜原則５－１：株主との建設的な対話を促進するための体制整備取組みに関する方針＞

当社は、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指し、株主の皆様との建設的な対話を促進し、当社の経営方針や経営状況を分
りやすく説明し、株主の皆様の理解が得られるよう努めております。

（１）情報開示担当役員を株主の皆様との対話を統括する経営陣として指定しております。

（２）株主の皆様との対話促進のため、社内の関連部門は開示資料の作成や重要な情報の共有など積極的に連携を取りながら、別途公表してい
る「ディスクロージャーポリシー」により、適時・適切に情報開示を行っております。

（３）当社は中間・期末の決算説明会の他、年に数回、個人投資家説明会を開催しており、また、株主通信の発行、当社ホームページやプレスリ
リース等の活用により、情報開示の充実に努めております。

（４）株主アンケート等により、株主の皆様との対話において把握した意見は、経営陣にフィードバックし情報を共有しております。

（５）決算発表前の期間はサイレント期間とし、投資家の皆様との対話を制限しております。社内では、インサイダー情報が発生する際には、「イン
サイダー情報管理規程」により、情報管理の徹底をはかっております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

犬塚　雅大 733,560 17.17

シーボン従業員持株会 234,010 5.47

資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口） 178,796 4.18

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 120,000 2.80

犬塚　公子 95,570 2.23

安田　亜希 95,570 2.23

望月　曉一 81,600 1.90

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 80,300 1.87

金子　靖代 73,900 1.72

藤井　達夫 70,910 1.65

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

（１）「大株主の状況」につきましては、平成29年９月30日の状況を記載しております。

（２）資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）の所有する株式のうち178,796株は、当社が導入した「株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）」が所有す
る当社株式であります。

３．企業属性



上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 化学

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社外取締役

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

片山　利雄 他の会社の出身者

村松　邦子 他の会社の出身者

小林　明彦 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

片山　利雄 ○ ―――

コーポレート・ガバナンスに関する高い見識と
企業経営の経験を鑑み、社外取締役の監督機
能及び役割を遂行できるものと考えておりま
す。

＜独立役員指定理由＞

当社とは、人的関係、資本関係又は取引関係
その他利害関係はありません。このため、当社
は同氏が独立性を有すると考え、独立役員とし
て指定しております。



村松　邦子 ○

株式会社ウェルネス・システム研究所代
表取締役

株式会社ヨコオ　社外取締役

コーポレート・ガバナンスの高い見識とコンプラ
イアンス、ＣＳＲ、ダイバーシティ推進に事業会
社で長年取り組まれた経験を当社の経営に反
映できるものと考えております。

＜独立役員指定理由＞

当社とは、人的関係、資本関係又は取引関係
その他利害関係はなく、また同氏は、一般社団
法人経営倫理実践研究センター主任研究員、
株式会社ウェルネス・システム研究所代表取締
役、公益社団法人日本プロサッカーリーグ（Ｊ
リーグ）理事、NPO法人GEWEL代表理事、株式
会社ヨコオ社外取締役を兼務しておりますが、
これら企業と当社の間には特別な利害関係は
ありません。このため、当社は同氏が独立性を
有すると考え、独立役員として指定しておりま
す。

小林　明彦 ○ ―――

長年に亘り国内外で経営に携わり、コーポレー
トガバナンスに関する高い見識と豊富な企業経
営の経験を鑑み、社外取締役の監督機能及び
役割を遂行できるものと考えております。

＜独立役員指定理由＞

当社とは、人的関係、資本関係又は取引関係
その他利害関係はありません。このため、当社
は同氏が独立性を有すると考え、独立役員とし
て指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役は、監査報告会において会計監査の実施状況の報告を受け、また監査上の留意事項等について情報交換を行っております。

また、監査役と内部監査課は、定期的に連絡会を実施し、内部監査の実施状況等を監査役に報告し意見交換を行っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

田畑　千絵 弁護士

辻　さちえ 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者



h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

田畑　千絵 ○ 渥美坂井法律事務所・外国法共同事業

弁護士として法務に精通し、企業経営全般に
関する専門的見地を当社監査体制の強化に活
かし、社外監査役としての監督機能及び役割を
遂行できるものと考えております。

＜独立役員指定理由＞

当社とは、人的関係、資本関係又は取引関係
その他利害関係はなく、また同氏は、渥美坂井
法律事務所・外国法共同事業の社員でありま
すが、同事務所と当社の間に特別な利害関係
はありません。

このため、当社は同氏が独立性を有すると考
え、独立役員として指定しております。

辻　さちえ ○
株式会社エスプラス　代表取締役

合同会社ビズサプリグループ　取締役

公認会計士としての専門的知識・経験を有し、
内部統制、内部監査、コンプライアンスに長年
取り組まれた経験を当社監査体制の強化に活
かし、社外監査役としての監督機能及び役割を
遂行できるものと考えております。

＜独立役員指定理由＞

当社とは、人的関係、資本関係又は取引関係
その他利害関係はなく、また同氏は、株式会社
エスプラス代表取締役、合同会社ビズサプリグ
ループ取締役、一般社団法人日本公認不正検
査士協会理事を兼務しておりますが、これら企
業と当社の間に特別な利害関係はありませ
ん。

このため、当社は同氏が独立性を有すると考
え、独立役員として指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

当社は、社外取締役又は社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針については、東京証券取引所が規定する独立役員の要件
に加え、以下の基準に基づき独立性を判断します。

（１）大株主との関係

当社の議決権所有割合10％以上の大株主（法人の場合は取締役、監査役、執行役員、従業員）ではない。

（２）主要な取引先等との関係

当社の主要な取引先（売上高の２％以上を占める）、主要な借入先の取締役、監査役、執行役員、従業員ではない。

（３）弁護士・公認会計士・コンサルタント等との関係

当社から役員報酬以外に年間1000万円以上の金銭その他財産を得ている弁護士、公認会計士、コンサルタント等ではない。

（４）会計監査人との関係

当社の会計監査人の代表社員、社員ではない。

（５）近親者との関係

当社の取締役、監査役、執行役員の配偶者または２親等内の親族ではない。また、上記に掲げる者の配偶者または２親等内の親族ではない。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

平成22年６月28日開催の第45期定時株主総会において、取締役（社外取締役を除く）に対する報酬として年額80,000千円、当社普通株式50,000
株以内の範囲にて、ストック・オプションとして新株予約権を発行可能とする決議を行いました。



ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員

該当項目に関する補足説明

当社は、業績向上や企業価値増大、株主重視の経営意識を高めるためのインセンティブを与えることを目的に、取締役及び従業員に対してストッ
ク・オプション制度を導入しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

平成29年３月期における、当社の取締役（社外取締役を除く。）５名に支払った報酬等の総額は、139,649千円、社外役員７名に支払った報酬等の
総額は、35,829千円であります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は、当社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上に対するモチベーションを高めるために、新たな役員報酬制度を制定し、平成29年６月
22日開催の定時株主総会終了をもって実施しております。なお、平成11年６月29日開催の第34期定時株主総会にて承認された取締役及び監査
役の報酬総額に変更はございません。

また、自社株式の保有を通じて株主と利害関係を共有するために、自社株の購入・保有について「役員持株会規約」を設定し、当規約に基づい
て、固定報酬のうち一定額を役員持株会への拠出により当社株式の取得に充てます。取得した当社株式は、在任期間中継続して保有いたしま
す。

新たな役員報酬等の内容は以下のとおりです。

当社の役員報酬は、「固定報酬」と「業績連動報酬」により構成いたします。

（固定報酬）

役位ごとに設定した報酬レンジの範囲内で、「ガバナンス委員会」にて、前事業年度の業績や担当部門の範囲や規模、役員ミッションステートメント
の結果等を評価のうえ、取締役会及び監査役会にて決定いたします。

（業績連動報酬）

平成29年６月16日開催の取締役会において、以下の算定方法に基づき、役員報酬の一部を業績連動報酬にすることを決議しております。なお、
業績連動報酬の対象は、業務執行役員のみとしております。

a.支給総額の算定方法

支給総額の上限額は54百万円とし、売上高と経常利益に応じた算定方法に基づき支給総額を決定のうえ、役位ごとの係数により配分とする。 な

お、売上高経常利益率は、業績連動報酬を算入する前のものとする。

　・売上高が12,500百万円以上13,000百万円未満の場合　12,500百万円×2.0％×売上高経常利益率

　・売上高が13,000百万円以上13,500百万円未満の場合　13,000百万円×2.0％×売上高経常利益率

　・売上高が13,500百万円以上14,000百万円未満の場合　13,500百万円×2.0％×売上高経常利益率

　・売上高が14,000百万円以上14,500百万円未満の場合　14,000百万円×3.0％×売上高経常利益率

　・売上高が14,500百万円以上15,000百万円未満の場合　14,500百万円×3.0％×売上高経常利益率

　・売上高が15,000百万円以上の場合　　　　　　　　　 15,000百万円×3.0％×売上高経常利益率

　（注）１．売上高が12,500百万円未満及び売上高経常利益率が2.0％を下回る場合は支給しない。

　　　　２．売上高経常利益率は、2.0％から12.0％を2.0％単位で区切った６段階とし、実際の売上高経常利益率が満たした率を適用する。

b.配分方法（役位／係数）

社長／2.0

副社長／1.8

専務／1.6

常務／1.4

取締役／1.0

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役に対しては、取締役会の事務局である総務課より取締役会等の開催日程、議案及びその内容等につき、事前に十分な説明を行って
おります。

社外監査役については、要請に応じて内部監査課や総務課が補助する体制となっております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社の取締役会は、取締役７名（うち社外取締役３名、執行役員を兼務する者３名、男性４名・女性３名）により迅速な意思決定ができるように構
成され、経営の基本方針やその他経営に関する重要事項を決定し、月１回の定例取締役会を開催しており、また、必要に応じて臨時取締役会を
随時開催しております。取締役会は、経営の意思決定や月次予算統制その他重要事項の報告により業務執行を行う機関であると同時に、各取締



役及び各執行役員の業務執行状況を監督する機関と位置付けております。なお、経営環境の変化等により迅速に対応することを目的として、取
締役の任期を１年としております。また、当社では、経営の健全化、効率化及び意思決定の迅速化のため、執行役員制度を導入しており、取締役
を兼務する者３名を含めて６名（うち男性３名・女性３名）の執行役員がおります。

また、当社は、経営方針及び経営戦略等に関する審議を行うために、月１回の経営会議を開催しており、執行役員で構成されております。取締役
会で審議・決議される事項のうち、特に重要なものについては、事前に経営会議においても議論を行い、審議の充実を図っております。

当社は、監査役制度採用会社であり、かつ監査役会設置会社であります。監査役は３名（うち全員が女性）で構成されており、月１回の監査役会を
開催しております。監査役は、取締役会その他重要な会議への出席等を通じて、取締役の業務執行の適法性・妥当性について監査を実施してお
り、更なるコーポレート・ガバナンス強化のため、監査機能がより有効・適切に機能するよう努めております。また、法令に定める監査役の員数（３
名）を欠くことになる場合に備え、補欠監査役を１名選任しております。

また、取締役会の諮問機関として、代表取締役・社外取締役で構成される任意の「ガバナンス委員会」を設置し、経営陣の指名・報酬を含むガバナ
ンス体制について審議を行うことで、より経営の透明性・公平性を確保し、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を目的として運用しておりま
す。

コンプライアンスについては、高い倫理観と社会的ルールの遵守のための行動指針として、「企業倫理」及び「行動規範」に基づき「コンプライアン
ス規程」を定め、役員及び社員が法令、定款及び社会規範を遵守した行動をとることとし、法令遵守をあらゆる企業活動の前提とすることを徹底し
ております。また、コンプライアンス体制の強化を図るために、社外取締役、外部の有識者及び専門家を加えた「コンプライアンス委員会」を設置
し、月１回の委員会を開催し全社的なコンプライアンスの取り組みを横断的に統括・監視しております。

また、当社の損失の危険（リスク）については、「リスク管理規程」及び「危機に関するフローとガイドライン」を定め、個々のリスクに関しては、これ
に対応する組織等において継続的に監視し防止策を講じるとともに、代表取締役の諮問機関として「リスクマネジメント委員会」を設置し、全社のリ
スクマネジメントを統括し、全社横断的に経営に重大な影響を及ぼす様々なリスクに的確に対処する体制になっております。

当社においては、上記の各機関を運用することで絶えずガバナンス体制の向上を図っており、今後もガバナンス体制の向上を経営課題として継続
検討してまいります。

当社の会計監査は、会計監査業務の執行について、有限責任監査法人トーマツを起用しており、井上隆司氏及び林敬子氏が行っております。当
社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、その他５名であり、補助者の構成は同監査法人の監査計画に基づき決定されております。
同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はありません。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

現状において、委員会設置会社に移行する特段の理由もなく、監査役設置会社としての現体制を基礎として、継続的なガバナンス体制の向上を
図る事が適当と判断しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 法定期日より早期の発送に努めております。

その他

株主総会では、映像資料を用いて事業報告等を株主へ分かりやすく説明するよう努めて
おります。

また、株主総会後、株主との親交を深めるため、「C'BON BEAUTY FESTA」と称した株主

懇親会を開催しております。ハンドマッサージや一部製品の販売やお試しができるコー
ナーを設け、製品やサービスを体験いただいております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社ホームページに掲載しております。

http://www.cbon.co.jp/company/ir/return/policy.aspx

個人投資家向けに定期的説明会を開催
当社事業に対する理解を多くの方々に深めていただくために、個人投資家向
けのイベント参加や会社説明会の開催を積極的に行っております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年次及び第２四半期ごとに決算説明会を開催し、

社長及び管理本部担当役員から事業の概況や、

業績の実績及び予想について報告、説明を行っております。

あり

IR資料のホームページ掲載

決算短信、決算説明会資料、株主通信、有価証券（四半期）報告書、説明会の
動画等を掲載しております。今後も当社ディスクロージャーポリシーに基づき、
タイムリーかつ充実した情報開示に努めていく方針であります。

ＵＲＬは次のとおりです。

http://www.cbon.co.jp/company/ir/index.aspx

IRに関する部署（担当者）の設置
情報開示担当役員が管轄し、経営企画課を担当部署として

取組んでおります。また情報発信・IR強化を目指し、

経営企画課内にIR専任担当者を配置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社では、業務遂行の指針である「シーボン行動規範」及び「倫理規程」を定めており、良
識ある企業行動を心がけ、当社を取り巻く全てのステークホルダーの立場を尊重してまい
ります。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社のＣＳＲ活動の基本方針として「シーボンＣＳＲスピリット＜５つのバリュー＞」を策定
し、この方針に基づき環境保全活動等に注力しています。

製品の梱包の簡素化、ガラス瓶の回収、エコバックの導入を行っております。また、生産セ
ンターは、ISO14001マネジメントシステムに基づき環境方針を定め、環境保全活動を推進
するとともに環境関連法規制などの遵守評価を実施し、法令遵守を徹底しております。

今後も環境に配慮した事業活動を行うため、PDCAサイクルによる定期的な監査・自主評
価を行ってまいります。

これらのＣＳＲ活動の情報発信を目的として、コーポレートサイトの充実にも注力しておりま
す。



ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

会社法、金融商品取引法、各種法令及び株式会社東京証券取引所の定める諸規則に
従って情報を開示するほか、投資判断に資する有用な情報と判断する内容についても、タ
イムリーかつ公平な情報開示に努め、企業情報を適切に管理するとともに、株主・投資家
の皆様をはじめとした全てのステークホルダーからの正しい理解を得るために、その透明
性の保持を図り、適時・適切かつ公平な情報開示をするという方針を織り込んだ「ディスク
ロージャーポリシー」を策定しています。

その他

当社は、取締役３名及び監査役３名、執行役員１名をはじめとして、社員の92.7％が女性で
す(管理職の女性比率は86.3％）。このため、結婚や出産、育児、介護といったライフイベン
トを経ても能力ある女性が活躍できるように、育児休業期間の延長や介護休業要件の緩
和など法定基準を上回る制度を整え、また通常の正社員と比べ労働時間が短いショートタ
イム正社員制度を導入するなど働き方の多様化に努めております。

また、様々なライフイベントによって一度退職してしまった社員でも、それまでに培った知
識・経験を活かし、『即戦力』として再び活躍してもらえるよう再入社制度の整備を推進する
など、社員の能力を十分に発揮し活躍できる環境を整えております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）「企業行動憲章」の主旨に沿って、全役職員が企業倫理を重んじ社会的責任を果たすために、「倫理規程」「コンプライアンス規程」「シーボン
行動規範」を制定し、これらを周知徹底させることにより法令・定款・社会規範を遵守しております。

（２）取締役会の諮問機関として、代表取締役・社外取締役で構成される任意の「ガバナンス委員会」を設置し、経営陣の指名・報酬を含むガバナ
ンス体制について審議を行うことで、より経営の透明性・公正性を確保し、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を目的として運用しておりま
す。

（３）代表取締役社長の諮問機関として「コンプライアンス委員会」を設置し、全社的なコンプライアンスの取組みを横断的に統括・監視しておりま
す。

（４）役職員に対し、コンプライアンスに関する研修を実施し、コンプライアンスの重要性とコンプライアンスを尊重する意識の醸成等につき繰り返し
啓蒙しております。

（５）内部監査課を設置し、会社の業務が法令・定款・社内規程等に準拠し適正かつ合理的に行われているかを監査し、監査結果を取締役・監査
役に報告しております。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（１）取締役の職務の執行に係る情報（取締役会及び経営会議等の会議の議事録並びに参考資料等の重要な情報）については、「文書管理規程」
「文書保存年限表」等社内規程の定めるところにより、文書又は電磁的媒体に記録し、適切に保存及び管理しております。

（２）取締役又は監査役が求めた時は、担当部署はいつでも当該情報を閲覧又は謄写に供しております。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）損失の危険（リスク）については、「リスク管理規程」及び「危機に関するフローとガイドライン」を制定し、平時にはリスクの発生を未然に防止す
る諸施策を講じるとともに、万一危機事態が発生した場合の対応についても予め「危機レベルに応じた対応策」等を定め、統合的にリスクマネジメ
ントを行っております。

（２）代表取締役社長の諮問機関として「リスクマネジメント委員会」を設置し、全社のリスクマネジメントを統括し、全社横断的に経営に重大な影響
を及ぼす様々なリスクに的確に対処しております。

（３）内部監査課を設置し、リスクマネジメントを検証するために、本社・工場・店舗を定期的に監査し、当社業務が適正かつ合理的に行われている
かを評価し、監査結果を取締役・監査役に報告しております。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）取締役会は、経営の最高意思決定機関として、法令及び定款に定める事項並びにその他重要な事項を決議し、また取締役及び執行役員の
業務執行状況を監督しております。

（２）取締役会の決定に基づく社内規程（組織規程・業務分掌規程・職務権限規程・稟議規程等）において、取締役の基本職務や役割、責任、権
限、決裁基準等を明確に定め、効率的な業務体制を整備しております。

（３）取締役会を毎月定例開催する他、必要に応じて適宜臨時開催し、迅速かつ適切な意思決定を図り、経営計画の策定や重要な職務執行課題
については、事前に執行役員で構成する「経営会議」において十分な審議を経て、取締役会に付議し決定しております。

（４）取締役の職務執行に関する個別経営課題を実務的な観点から審議する委員会を設置しております。

５．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に
関する事項

（１）現在監査役の職務を補助する使用人は置いていませんが、監査役から求められた場合には、監査役と協議し設置します。

（２）監査役が指定する補助すべき期間中は、当該使用人への指揮権は監査役に委譲されたものとし人事異動及び人事評価は、監査役会の同意
を得なければならないものとしております。

６．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制

（１）監査役・監査役会が必要に応じて取締役等に問題提起をするために、監査役は、取締役会、経営会議やその他の重要会議に出席しておりま
す。

（２）監査役には稟議書その他重要書類が回付され、要請があれば直ちに関係書類・資料等を提出しております。

（３）取締役及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼす事態や不正、法令・定款等の重大な違反のおそれがあるときは、これを直ちに監査役会に
報告することとしております。

（４）前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないものとしております。

７．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役の職務を執行する上で必要な費用は、会社は請求に応じて速やかに支払いをしております。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）監査役からヒアリングの要請があった場合、取締役及び使用人はこれに応じております。

（２）監査役は、代表取締役、会計監査人及び内部監査部門との定期的な意見交換により、監査の実効性を確保しております。

９．財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制

（１）金融商品取引法の定めに従い、良好な統制環境を保持しつつ、全社的な内部統制及び各業務プロセスの統制活動の強化に努めておりま
す。

（２）「財務報告に係る内部統制規程」等に基づき、適正かつ有効な評価ができるよう、財務報告に係る内部統制システムを整備し、かつ適正に運
用しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１.「倫理規程」「シーボン行動規範」において、良識ある企業活動を心がけ、社会の規範を尊重する企業倫理を確立し、反社会的勢力との一切の
関係遮断を基本方針としております。



２.市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、組織的に毅然とした姿勢を持って対峙し、その不当な要求については関係機
関とも連携し、事由の如何を問わずこれに応じない体制を整備しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

１.会社情報の適時開示に係る基本方針

当社は、「金融商品取引法」及び株式会社東京証券取引所の定める諸規則に基づき、適時かつ適切な開示を行っていく方針であります。また、法
令、規則に定めがなくとも、株主、投資家の投資判断に多大な影響を与えると判断した情報に関しては、積極的かつ公平に開示を行っていきま
す。

２.会社情報の適時開示に係る社内体制

当社は、管理部担当役員が当社における情報開示責任者、ならびに株式会社東京証券取引所に対する情報開示担当役員を担当しております。

【発生事実】

発生事実につきましては、当該部署責任者がその情報を情報管理担当部署（総務課）に報告します。情報管理担当部署は、当該情報が重要事実
であるかを判断し、情報開示責任者及び情報開示担当部署（経営企画課）に報告致します。情報開示責任者は、開示すべき情報であると判断し
た場合は速やかに代表取締役に報告し、代表取締役が開示の決定を行い、取締役会にて承認決議を行います。その承認決議を受け、情報開示
責任者は、情報開示担当部署に指示をして速やかに所定の開示手続を行い、当該情報を開示致します。代表取締役は、早期開示の必要性があ
ると判断した場合には、取締役会決議前に情報開示を行い、情報開示後に取締役会へ事後報告する場合もあります。

【決定事実】

決定事実につきましては、取締役会で決定され次第、情報開示責任者は情報開示担当部署に指示をして速やかに所定の開示手続を行い、当該
情報を開示致します。

【決算情報】

決算情報につきましては、経理財務課と情報管理担当部署が連携して関連情報の収集にあたり、情報開示責任者及び情報開示担当部署に報告
します。情報開示責任者は適時開示の要否の判定や開示内容のとりまとめ等を行い、取締役会にて承認決議を行います。その承認決議を受け、
情報開示責任者は情報開示担当部署に指示をして速やかに所定の開示手続を行い、当該情報を開示致します。




